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本研究は､⼤学進学における⽇中両国の保護者の関与の⽅法と程度の違いを比較し、その関与が学⽣の進

路選択や⼤学⽣活適応との関連を⽐較•分析することを⽬的とする｡2025 年 7⽉から 9⽉にかけて、⽇本の⼤
学⽣144 名､中国の⼤学⽣ 103 名を対象に、オンラインアンケートを実施した｡調査では、保護者の関与（意

思決定への関与､情報提供､精神的サポート）、進路選択の⾃由度、保護者への依存傾向、⾃⼰決定、⼤学⽣
活満⾜度•適応に関する学⽣の認識•評価を測定した｡⽇本の学⽣は保護者による情報提供を肯定的に評価し、

学部•専攻選択において⾃⼰意志と保護者希望の⼀致度も⽐較的⾼い傾向がみられた｡⼀⽅、中国の学⽣は保

護者の直接的な関与を受けやすく、⾃⼰意志の尊重が⼗分でないと感じる傾向が示された｡また、⽇本の学⽣
は⽣活満⾜度が⾼いものの⾃⽴性に課題があり、中国の学⽣は課外活動に積極的であるが、⼈間関係形成に

困難を抱える傾向がみられた｡ 

 
キーワード：保護者関与，日中比較，家庭教育，進路選択  

 
 
１．研究背景   
(1) ⽇中における⾼等教育進学の現状  

儒教文化は、長年にわたり東アジア諸国の社

会制度や家庭教育に深い影響を及ぼしてきた。

その中でも、「学問を通じた人格形成」や「学

問＝出世・安定」という価値観は、韓国・中国・

日本などの儒教圏に共通して根づいている理

念である（李 ,2024）。このような歴史的背景は、

現在の東アジア諸国の受験文化と学歴社会の

形成にも関係していると考えられる。OECD が

実施した 2018 年度の PISA 調査では、読解力・

数学的リテラシー・科学的リテラシーの 3 分野

において、中国 (北京・上海・江蘇・浙江 )、シン

ガポール、韓国、日本、香港などの儒教文化圏

の国・地域が軒並み上位を占めており、儒教文

化圏における教育熱の高さを示している。  
日本では、少子化と大学定員の拡大により、

「大学全入時代」が到来している。文部科学省

によれば、2024 年度における大学・短期大学の

収容力（当該年度の大学・短期大学進学者数／

同年度の大学・短期大学志願者数）は 93.3％で

あり、さらに 2025 年度の私立大学・私立短期

大学の入学定員充足率（入学者数／入学定員）

は 101.61％に達した（日本私立学校振興・共済

事業団，2025）。すなわち、現代の日本はほと

んどの志願者がいずれかの大学へ進学できる

状況にある。  
こうした背景もあり、高等教育への進学率は

上昇し続けている。文部科学省の調査によれば、

2024 年度の高等教育機関（大学・短大・高専・

専門学校）への進学率は過去最高の 87.3％に達

した。大学進学率のみでも 59.1％と過去最高を

更新している。  
大学進学の一般化は、子どもと保護者の進路

意識にも反映されている。「高校生と保護者の

進路に関する意識調査」によれば、「高校卒業

後の希望進路」について、高校生本人の 72.5%
が「大学・短大」を希望しており、保護者にお

いても過半数を超える 57.8%が「大学・短大」

進学を望んでいる（一般社団法人全国高等学校

ＰＴＡ連合会・株式会社リクルート合同調査，

2024）。このように、本人・保護者双方におい

て大学進学が第一の選択肢として共有されて

おり、家庭内でも大学進学を前提とした進路形
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成が広く行われていることが示唆される。  
一方、中国においては 1990 年代初頭以降、

高等教育の規模拡大政策（「拡招」政策）が段

階的に実施・拡充されてきた。その結果、高等

教育の総就学率（Gross Enrolment Ratio）は

1995 年の 7.2%から 2019 年には 51.6%へと上

昇し、半数を超えた。これにより、中国の高等

教育は「エリート教育段階」から「普及化段階」

へと移行した（徐ら , 2020）。さらに、中国教

育部の発表によれば、2024 年における高等教育

機関（大学・大学院・高等職業学校）の総就学

率は 60.8％に達した（国家统计局，2025）。  
しかし、高等教育の普及が進む一方で、依然

として希望する大学への進学は容易ではない。

2025 年度の中国大学統一入学試験（通称「高考」、

以下「大学入試」）の受験生数は 1,335 万人に

のぼった。中国の大学入試は、試験成績によっ

て進学の可否や大学のランクが決定される、い

わゆる「一発勝負」の形式が主流である。日本

の「総合型選抜」に類する制度（「強基計画」

など）も導入されているが、国家戦略に合致す

る優秀な人材の選抜を目的とした一部のトッ

プ校に限定されており、選抜過程においても大

学入試成績が 85％の比重を占めている。以上の

点から、中国における大学進学競争は依然とし

て極めて厳しい状況にある（中国教育部 ,2020）。 
中国において大学進学が重視される背景に

は、学歴が職業的達成と密接に結びついている

実態がある。侯（2024）は、高等教育修了者の

昇給率は非修了者の 5 倍に達することを述べて

いる。また、大学ランクや専攻はキャリア形成

に決定的影響を及ぼし、海外大学院卒業者の初

任給は国内卒より 25％高いという「賃金格差」

も確認されている。  
 以上の通り、日本と中国では大学進学をめぐ

る制度的・社会的状況に差異はあるものの、両

国において大学進学が若者のライフコースに

おける標準的な経路となっている点は共通し

ているといえる。  
 
（2）⽇中における親の教育期待の⽐較  
 進路選択は高校生にとって人生の重要な節

目であり、保護者の関与はその意思決定に大き

な影響を及ぼす。日本の高校生を対象に進路相

談の相手を尋ねた調査によれば、「母親」と回

答した割合が突出しており、2015 年から 2023
年にかけて、一貫して 8 割強を占めていた。ま

た、2019 年以降は「父親」が「友人」を上回り、

「母親」に次ぐ第 2 位となっている（一般社団

法人全国高等学校 PTA 連合会・株式会社リクル

ートマーケティングパートナーズ , 2020・2024）。
この結果は、父母が進路選択において中心的役

割を果たしていることを示している。また、中

国の全国家庭教育調査によれば、2018 年、中国

の家庭における年間教育支出は、平均して家庭

総消費支出の 14.9％を占めた。さらに、教育段

階別にみると、高校段階および高等教育段階で

は教育費負担率が顕著に上昇し、特に農村家庭

においては、家庭消費支出に占める教育費の割

合 が 30 ％ を 超 え る ケ ー ス も 報 告 さ れ た

（魏 ,2023）。  
 日中両国の保護者は、共に子どもの教育に対

して高い関心を寄せるが、その期待の対象や方

向性には差異が認められる。  
 日本の保護者は、子どもとの間に「情緒的・

感情的な関係」を強く認識する傾向がある（公

益財団法人  スプリックス教育財団，2025）。家

庭においては成績よりも「健康」や「明るい雰

囲 気 」 が 重 視 さ れ （ 労 働 政 策 研 究 ・ 研 修 機

構 ,2007）、子どもの将来像に対しても「自分の

考えを持つ」「家族を大切に」「迷惑をかけな

い」といった、内面的な自立や身近な人間関係

の維持を期待する傾向が強い。これは、高度経

済成長期の「教育ママ（池本，2021）」という

学力偏重のイメージから、子どもの人格的成長

を重視する価値観へとシフトしている実態を

示唆している。さらに、「高校生と保護者の進

路に関する意識調査」によれば、保護者の態度

について高校生の約 70％が「私の考えを尊重す

る」「あたたかく見守っている」「相談にのっ

てくれる」と回答した。また保護者を対象とし

た「進路に関する声掛け」の調査項目において

も、「自分の好きなことをしなさい、やりたい

ことをやりなさい」（ 66％）が突出して高く、
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次いで「自分でよく考えなさい」「自分で決め

なさい」が挙がっており、子どもの自主性を尊

重する傾向が強い。一方、「資格取得を目指し

なさい」「技術を身につけたほうがいい」「勉

強しなさい」といった具体的・指示的な声掛け

は減少傾向にある。（株式会社リクルート・全

国高等学校 PTA 連合会 , 2024）。  
 対照的に、中国の保護者は、子どもの学業に

対する期待において非常に高い共通性を示し

ている。霍ら（2023）の研究によれば、「子ど

もが学校に通うようになったら、最も重要なの

は勉強である」と考える保護者は 73.3%にのぼ

った。また、「子どもが幸せな未来を手にする

ためには、小さい頃から教育に力を入れるべき

だ」という考え方に「非常に賛同」または「あ

る程度賛同」と回答した保護者は合計で 91.2%
に達した。期待される将来像としても「自分の

考えを持つ」に加え「仕事での能力発揮」が上

位に挙がり、個人の自己実現と職業的・経済的

成功（侯，2024）の両立を重視している。  
 また、須永（2021）や坂口（2010）は、日本

の高学歴・高収入の家庭ほど大学進学への期

待が強く継続的であることを示し、中国におい

ても高学歴の母親ほど進学や留学への期待が

顕著であることが明らかとなっている（侯・王，

2019）。つまり、家庭の社会経済的背景が教育

期待の強度を左右するという構造は、両国に共

通する特徴と言える。     
 総じて、日本の保護者は「人格的成長・適応」

という内面的な価値を、また中国の保護者は

「社会的成功・能力発揮」という社会的な価値

を重視する傾向にある。しかし、近年では中国

においても「心理的健康」を重視する保護者が

増加するなど（霍ら，2023）、両国ともに教育

期待の内容は多面的かつ感性的な方向へと変

容しつつある。  
 
2．先行研究  

保護者の関与は、家庭と学校の教育的生態系

における資源の共有と目標の一致を目指した

教育的相互作用の過程であり、学校の支援・指

導の下で家庭資源を子どもの教育に投入する

活動と定義される（郭 , 2015）。心理学的視点

では、保護者の関与は行動的関与（学校行事へ

の参加など）、個人的関与（子どもの感情への

配慮や共感）、認知的関与（学習機会の提供）

に分類される（Grolnick & Slowiaczek, 1994）。 
保護者の関与が子どもの発達に及ぼす影響

は多岐にわたり、学校適応や学力のみならず、

心理的健康状態（メンタルヘルス）に対しても

密接に関わっている。松岡（2015）によれば、

保護者は学校参画を通じて教員や他の保護者

との間にネットワークを構築し、そこから子ど

もや同級生の動向、さらには学校や教員に関す

る内部情報を獲得し、子どもの学校適応を促進

することを指摘している。また、范（2021）の

メタ分析によれば、保護者の関与は子どもの成

績と正の相関があり、特に保護者の教育的期待

は成績と強く関連している。郭（2015）は、認

知的関与と学業成績の間に有意な正の相関を

報告する一方、過度の認知的関与は学業ストレ

スを増加させ、逆に負の影響を与える可能性も

指摘している。情緒的関与は成績との相関が弱

く、学年が上がるにつれてその関係は不明瞭ま

たは逆相関となる傾向がある。さらに、李ら

(2024)は、母親の育児密集度が高い家庭では子

どもの社会的情緒能力の発達が良好である一

方、母親の心理的健康状態が不十分な場合には

この正の効果が抑制される可能性があること

を報告している。  
 こうした全般的な影響を踏まえ、特に子の将

来を左右する進路選択期における保護者のあ

り方に着目することで、その影響をより具体的

に捉えることが可能となる。荒牧（2021）は、

保護者の養育態度を「受容的態度」と「拒否的

態度」の観点から検討している。受験や就職と

いった進路選択を控えた子を持つ保護者は、教

育に対する負担感を抱くことで、子どもに対し

て「受容的態度」をとることが困難になる傾向

が示されている。白濱ら（2017）は、進路選択

期の親子間コミュニケーションを「受容型」「相

互交流型」「支配型」の 3 類型に分類し、「受

容型」や「相互交流型」は子どもの親に対する

感謝や尊敬といった肯定的認知を促す一方で、
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親が意見を強く主張する「支配型」は、子ども

の心理的な反発感や分離感を強めることを明

らかにした。  
また、保護者の関与のあり方は、子の大学入

学後の適応に対して持続的な影響を及ぼす。楊

（2018）は、親の感情的な温かさや理解が大学

生の劣等感の低減と密接に関連する一方で、過

度な干渉や保護、拒絶的な態度は劣等感を強め

る要因となると指摘している。高い同一性（ア

イデンティティ）を備えた学生ほど、大学で主

体的な学習態度をとる傾向があることも確認

されている（畑野・原田 , 2015）。奥村（2019）
は、親の過干渉が自己決定感を阻害する一方、

自律性を尊重する支援的な関与が適応を促進

すると述べている。進路決定における主体性の

欠如は、大学入学後の「不本意入学」という問

題にも直結する。小林（2000）は不本意入学を

「第一志望不合格型」や「家庭の事情型」など

5 つの類型に分類したが、近年ではこのような

主体性の低下が学習意欲の減退を招く重要な

課題となっている（時岡ら , 2024）。特に中国

の事例では、進学時に父母の意見を優先し、自

身の興味や適性を軽視した結果、入学後に専攻

分野への関心を喪失し、転科を希望したり大学

生活への適応困難を抱えたりするケースが報

告されている（汪 , 2024）。  
  
3．研究意義と⽬的  
 以上のように、先行研究においては、保護者

の関与が子の学業成績や心理的発達、学校適応

に影響を及ぼすことが示唆されている。しかし、

大学進学期における保護者の具体的な関与が、

入学後の主体性や適応に与える影響を直接的

に検討した研究、特に国際比較の視点から論じ

た研究は十分になされていない。そこで、本研

究では、人生における重要な節目である大学進

学期において、日中両国の保護者が子どもの進

学にどのように関与しているかを、関与の方法

・程度・態度の観点から比較・分析すること

を目的とする。具体的には、保護者が子どもに

対してどの程度助言やサポートを行い、どのよ

うな態度で関与しているかを明らかにし、その

違いが子どもの進学に対する満足度や意思決

定の主体性、大学入学後の適応力や自主性にど

のように関連するかを検討する。  
 
4．研究⽅法と内容  
(1)調査⽅法  

本研究では、2025 年 7 月から 9 月にかけて、

日本および中国の大学生を対象としたオンラ

イン・アンケート調査を実施した。各設問は四

段階評価（1〜4 点）で構成され、回答者の傾向

を定量的に測定可能とした。有効回答数は、日

本の大学生 144 名、中国の大学生 103 名の計

247 名であった。  
本調査は Web アンケート形式にて行われた

が、両国のインターネット利用環境および普及

しているプラットフォームの差異を考慮し、実

施体制を分けた。日本側では、K 大学の協力教

員を通じて授業内で調査協力を依頼し、教員が

あらかじめ調査の趣旨と目的を説明した後、

Google フォームによる質問紙のリンクを学生

に配布し、各自がその場でスマートフォンや PC
から回答を行った。回答は匿名性を確保し、自

由参加であることを説明したうえで実施した。 
一方、中国側では、N 大学の協力教員の支援

のもと、学生に対して「问卷星」という中国国

内で広く利用されているオンライン調査プラ

ットフォームを用いて同様の Web アンケート

を実施した。調査説明文は中国語で表示され、

内容的には日本側と同等となるよう日中対訳

で設計された。  
両国とも、データは自動的にオンライン上で

収集され、研究者がダウンロード・整理し、後

述の統計分析（ IBM SPSS）に活用した。いず

れの方法においても、回答は匿名・自由参加で

あることを事前に説明し、同意を得た上で実施

した。また、使用言語はそれぞれの母語とし、

設問は内容的に等価な日中対訳版を作成して

いる。  
 

(2)調査項⽬  
 本調査の基本的な項目については、以下の通

りである。 
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また、保護者の関与のあり方は、子の大学入

学後の適応に対して持続的な影響を及ぼす。楊

（2018）は、親の感情的な温かさや理解が大学

生の劣等感の低減と密接に関連する一方で、過

度な干渉や保護、拒絶的な態度は劣等感を強め

る要因となると指摘している。高い同一性（ア

イデンティティ）を備えた学生ほど、大学で主

体的な学習態度をとる傾向があることも確認
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は、親の過干渉が自己決定感を阻害する一方、

自律性を尊重する支援的な関与が適応を促進
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題にも直結する。小林（2000）は不本意入学を

「第一志望不合格型」や「家庭の事情型」など

5 つの類型に分類したが、近年ではこのような

主体性の低下が学習意欲の減退を招く重要な

課題となっている（時岡ら , 2024）。特に中国

の事例では、進学時に父母の意見を優先し、自

身の興味や適性を軽視した結果、入学後に専攻

分野への関心を喪失し、転科を希望したり大学

生活への適応困難を抱えたりするケースが報

告されている（汪 , 2024）。  
  
3．研究意義と⽬的  
 以上のように、先行研究においては、保護者

の関与が子の学業成績や心理的発達、学校適応

に影響を及ぼすことが示唆されている。しかし、

大学進学期における保護者の具体的な関与が、

入学後の主体性や適応に与える影響を直接的

に検討した研究、特に国際比較の視点から論じ

た研究は十分になされていない。そこで、本研

究では、人生における重要な節目である大学進

学期において、日中両国の保護者が子どもの進

学にどのように関与しているかを、関与の方法

・程度・態度の観点から比較・分析すること

を目的とする。具体的には、保護者が子どもに

対してどの程度助言やサポートを行い、どのよ

うな態度で関与しているかを明らかにし、その

違いが子どもの進学に対する満足度や意思決

定の主体性、大学入学後の適応力や自主性にど

のように関連するかを検討する。  
 
4．研究⽅法と内容  
(1)調査⽅法  

本研究では、2025 年 7 月から 9 月にかけて、

日本および中国の大学生を対象としたオンラ

イン・アンケート調査を実施した。各設問は四

段階評価（1〜4 点）で構成され、回答者の傾向

を定量的に測定可能とした。有効回答数は、日

本の大学生 144 名、中国の大学生 103 名の計

247 名であった。  
本調査は Web アンケート形式にて行われた

が、両国のインターネット利用環境および普及

しているプラットフォームの差異を考慮し、実

施体制を分けた。日本側では、K 大学の協力教

員を通じて授業内で調査協力を依頼し、教員が

あらかじめ調査の趣旨と目的を説明した後、

Google フォームによる質問紙のリンクを学生

に配布し、各自がその場でスマートフォンや PC
から回答を行った。回答は匿名性を確保し、自

由参加であることを説明したうえで実施した。 
一方、中国側では、N 大学の協力教員の支援

のもと、学生に対して「问卷星」という中国国

内で広く利用されているオンライン調査プラ

ットフォームを用いて同様の Web アンケート

を実施した。調査説明文は中国語で表示され、

内容的には日本側と同等となるよう日中対訳

で設計された。  
両国とも、データは自動的にオンライン上で

収集され、研究者がダウンロード・整理し、後

述の統計分析（ IBM SPSS）に活用した。いず

れの方法においても、回答は匿名・自由参加で

あることを事前に説明し、同意を得た上で実施

した。また、使用言語はそれぞれの母語とし、

設問は内容的に等価な日中対訳版を作成して

いる。  
 

(2)調査項⽬  
 本調査の基本的な項目については、以下の通

りである。 
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①基本情報  
②進路選択における保護者の関与と自己決  
 定  
③大学・学部・専攻の選択理由  
④保護者による支援・介入の方法  
⑤保護者への依存度  
⑥大学入学後の主体性  
⑦大学入学後の生活適応  
⑧保護者の関与に対する評価  
⑨進路選択時における保護者への支援要請  

 
(3)分析⽅法  

まず、 t 検定および x²検定を用いて、日本と

中国における進路選択に関する項目について、

その平均値・比率の比較分析を行った。具体的

には、進路選択時における保護者の関与度およ

び本人の自己決定度、大学・学部・専攻の選択

理由、保護者による支援・介入の方法、保護者

への依存度、入学後の主体性、入学後の生活適

応、保護者関与に対する評価、ならびに進路選

択時における保護者からの支援ニーズについて、

日中間の差異を検討した。

（p<.05*,p<.01**,p<.001***）  
次に、調査対象者のきょうだい数、保護者の

最終学歴、進路決定時の保護者関与度、学校選

択における自己決定度、学部・専攻選択におけ

る自己決定度、進路に関する保護者の助言の参

照度と、保護者関与方式、保護者依存度、入学

後の主体性、大学生活満足度・適応、保護者の

関与に対する評価との間の相関分析を行った。 
 
(4)調査対象者の特徴  

本調査の有効回答者は、日本側が 144 名、中

国側が 103 名の合計 247 名であった。  
日本の回答者 144 名全員が女性で、教育学専

攻だった。学年構成は、1 回生が 30.6%、2 回生

が 64.6%、3 回生が 3.5%、4 回生が 1.4%を占

め、主に低学年で構成されていた（1・2 回生で

95.2%）。中国の回答者 103 名は、男性 23.3％、

女性 76.7％で構成されていた。学年構成は、1
回生が 1.0%、2 回生が 54.4%、3 回生が 9.7%、

4 回生が 35.0%であり、2 回生が最多であるも

のの、4 回生も 3 割強を占め、比較的広範な学

年にわたって構成されていた。また、N 大学は

教員養成系の大学であるが、専攻の内訳を見る

と、文学が 34％、工学が 20.4％、教育学が 14.6％、

法学が 12.6％、経済・管理学が 8.7％、芸術類

が 5.8％、理学が 3.9％であった。  
きょうだい構成については、日本では二人き

ょうだいが最も多く（52.8%）、次いで三人きょ

うだいであり（32.6%）、一人っ子以外が大部分

（89.6%）を占めていた。一方、中国では、二人

きょうだい（51.5%）が最多であったが、一人っ

子も 40.8%と高い割合を占めており、日本の一

人っ子の割合（10.4%）と比較して有意に高かっ

た（p<.001）。  
保護者の最終学歴について、小学校卒業を 1、

中学校卒業を 2、高校卒業を 3、専門学校・短期

大学卒業を 4、大学卒業を 5、大学院卒業を 6 と

して換算し、家庭の教育資源を示す指標として

⽗⺟の最⾼学歴を採⽤し、⽇中両国の差を⽐較

した。なお、本変数は順序尺度であるため、中

央値（最⼩値 , 最⼤値）で示した。その結果、⽇
本の回答者の保護者の最終学歴の中央値は 5（3, 
6）であり、これは⼤学卒業（5）に相当する⽔
準であった。⼀⽅、中国の回答者の保護者の最

終学歴の中央値は 3（1, 6）であり、⾼校卒業（3）
に相当する⽔準を示した。両国の結果を⽐較す

るためマンホイットニーの U 検定を行ったと

ころ、⽇本の保護者の最終学歴は中国よりも有

意に⾼いことが示された(Z＝－7.796,p<.001）。 
 

5．調査結果および考察  
(1)進路選択における保護者の関与と⾃⼰決定   

進路選択における保護者の関与と自己決定

に関する各項目について、「とてもあてはまる

（4 点）」「ややあてはまる（3 点）」「あまり

あてはまらない（2 点）」「全くあてはまらな

い（1 点）」として得点化した。その上で、日

中両グループの平均値を算出し、比較検討を行

った。大学進学時における「保護者の関与度」

を比較した結果、日中間に統計的な有意差が認

められた（p<.01）。中国の保護者関与の平均値

（3.44）は日本の平均値 (3.15)を上回り、中国の
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家庭において保護者が子どもの進路決定に極

め て 積 極 的 に 関 与 す る 実 態 が 確 認 さ れ た 。        

一方で、「学部・専攻選択の自己決定度」につ

いては、日本（3.65）が中国（3.12）を上回る

有意な差が認められ（p<.001）、進路選択の主

体性は日本の学生においてより高く保持され

ていることが判明した（図 1）。  

 
図 1 進路選択における保護者の関与と⾃⼰決定  

 
①学校選択における親子の希望の⼀致度  

学校選択における親子の希望の一致度につ

いて国別のクロス集計および x²検定を行った

結果、両者の間に統計的に有意な関連は認めら

れなかった（x²=2.02,p>.05）。具体的には、日

中両国ともに 75％以上の学生が「自分も保護者

も望んでいた進学」であったと回答しており、

学校選びの段階においては、国籍にかかわらず

親子の意向がかなり一致しているという実態

が示された（図 2）。  
②学部・専攻選択における親子の希望の⼀致度  

学部・専攻選択における親子の希望の一致度

と国別の関連について x²検定を行った結果、両

者の間には統計的に有意な関連が認められた

（x²=21.0,p<.001）。日本では、「自分も保護

者も望んでいた学部・専攻」を選択した学生の

割合が 85.4%と極めて高い。一方で、「自分は

望んでいたが保護者は望んでいなかった学部・

専攻」は 7.6%、「自分は望んでいなかったが保

護者は望んでいた学部・専攻」は 3.5%、「自分

も保護者も望んでいなかった学部・専攻」は

3.5%に留まった。この結果から、日本の大学生

においては、親子の意向が合致した状態での学

部・専攻選択が一般的であると言える。  
これに対し、中国では、「自分も保護者も望

んでいた学部・専攻」を選択した割合は 65.0%
であり、日本と比較して低い水準であった。注

目すべきは、親子の意向が不一致、あるいは双

方の希望が叶わなかったケースの多さである。

具体的には、「自分は望んでいたが保護者は望

んでいなかった学部・専攻」については 6.8%で

あり、日本（7.6%）との間に顕著な差は認めら

れなかったが、「自分は望んでいなかったが保

護者は望んでいた学部・専攻」の割合は 9.7%で

あり、日本（3.5%）を上回った。また、「自分

も保護者も望んでいなかった学部・専攻」に至

っては 18.5%に達し、日本（3.5%）と大きな差

が見られた（図 3）。  
以上の結果から、日中両国の学生において、

学部・専攻決定プロセスにおける親子の希望の

一致状況には明らかな差異が存在することが

示された。日本では親子の双方が納得した上で

の学部・専攻選択が主流であるのに対し、中国

では子どもと保護者の双方が理想としていな

い学部・専攻、あるいは子ども自身の意向より

も保護者の期待を優先した学部・専攻へと進む

傾向が日本よりも強いことが示唆された。特に、

中国のサンプルにおいて、子どもの意向に反し

て親の希望に従う割合が高いという事実は、中

国の家庭教育における子どもの「親への順応」

という側面を反映していると考えられる。  

 
図 2 学校選択における親子の希望の⼀致度  

 
図 3 学部・専攻選択における親子の希望の⼀致度  
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家庭において保護者が子どもの進路決定に極

め て 積 極 的 に 関 与 す る 実 態 が 確 認 さ れ た 。        

一方で、「学部・専攻選択の自己決定度」につ

いては、日本（3.65）が中国（3.12）を上回る

有意な差が認められ（p<.001）、進路選択の主

体性は日本の学生においてより高く保持され

ていることが判明した（図 1）。  

 
図 1 進路選択における保護者の関与と⾃⼰決定  

 
①学校選択における親子の希望の⼀致度  

学校選択における親子の希望の一致度につ

いて国別のクロス集計および x²検定を行った

結果、両者の間に統計的に有意な関連は認めら

れなかった（x²=2.02,p>.05）。具体的には、日

中両国ともに 75％以上の学生が「自分も保護者

も望んでいた進学」であったと回答しており、

学校選びの段階においては、国籍にかかわらず

親子の意向がかなり一致しているという実態

が示された（図 2）。  
②学部・専攻選択における親子の希望の⼀致度  

学部・専攻選択における親子の希望の一致度

と国別の関連について x²検定を行った結果、両

者の間には統計的に有意な関連が認められた

（x²=21.0,p<.001）。日本では、「自分も保護

者も望んでいた学部・専攻」を選択した学生の

割合が 85.4%と極めて高い。一方で、「自分は

望んでいたが保護者は望んでいなかった学部・

専攻」は 7.6%、「自分は望んでいなかったが保

護者は望んでいた学部・専攻」は 3.5%、「自分

も保護者も望んでいなかった学部・専攻」は

3.5%に留まった。この結果から、日本の大学生

においては、親子の意向が合致した状態での学

部・専攻選択が一般的であると言える。  
これに対し、中国では、「自分も保護者も望

んでいた学部・専攻」を選択した割合は 65.0%
であり、日本と比較して低い水準であった。注

目すべきは、親子の意向が不一致、あるいは双

方の希望が叶わなかったケースの多さである。

具体的には、「自分は望んでいたが保護者は望

んでいなかった学部・専攻」については 6.8%で

あり、日本（7.6%）との間に顕著な差は認めら

れなかったが、「自分は望んでいなかったが保

護者は望んでいた学部・専攻」の割合は 9.7%で

あり、日本（3.5%）を上回った。また、「自分

も保護者も望んでいなかった学部・専攻」に至

っては 18.5%に達し、日本（3.5%）と大きな差

が見られた（図 3）。  
以上の結果から、日中両国の学生において、

学部・専攻決定プロセスにおける親子の希望の

一致状況には明らかな差異が存在することが

示された。日本では親子の双方が納得した上で

の学部・専攻選択が主流であるのに対し、中国

では子どもと保護者の双方が理想としていな

い学部・専攻、あるいは子ども自身の意向より

も保護者の期待を優先した学部・専攻へと進む

傾向が日本よりも強いことが示唆された。特に、

中国のサンプルにおいて、子どもの意向に反し

て親の希望に従う割合が高いという事実は、中

国の家庭教育における子どもの「親への順応」

という側面を反映していると考えられる。  

 
図 2 学校選択における親子の希望の⼀致度  

 
図 3 学部・専攻選択における親子の希望の⼀致度  
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(2) ⼤学・学部・専攻の選択理由  
大学および学部・専攻を選択した理由 (複数回

答 )について、国別の比較を行った結果、複数の

項目において統計的に有意な差異が認められ

た。まず、日本の学生において最も高い割合を

示したのは「自分の興味・関心に合っているか

ら」（77.1%）であり、次いで「将来の職業に役

立つと思ったから」（71.5%）であった。これら

の項目は中国の学生（それぞれ 40.8%、52.4%）

と比較して有意に高かった（x²=33.58,p<.001;
x²=9.46,p<.01）。  

一方、中国の学生においては、「成績や受験

の都合で決めたから」（52.4%）という回答が日

本（19.4%）を大幅に上回り、最も高い割合を示

した（x²=29.46,p<.001）。また、「学費や立地

など、現実的な条件を考慮したから」について

も 30.1%に達し、日本 (9.7%)よりも有意に高か

った（x²=16.73,p<.001）。さらに、「特に理由

はない」と回答した中国の学生が 13.6%存在し、

日本の 0.7%に対して顕著に高い割合を示した

ことが挙げられた（x²=17.51,p<.001）（図 4）。  
以上の結果から、日本の学生は自らの関心や

将来のキャリアに基づいた「主体的な進路選択」

を行っているのに対し、中国の学生は成績や経

済・地理といった現実的要因に左右される「受

動的な進路選択」を行う傾向が強いことが明ら

かになった。なお、「保護者に勧められたから」

という項目については、中国（27.2%）が日本

（17.4%）を上回る傾向にあるものの、本項目

における統計的な有意差は認められなかった。 
 

 
図 4 ⼤学・学部・専攻の選択理由  

 

(3) 保護者による支援・介入の⽅法  
進路選択における保護者の支援および介入

の方法について、6 項目について 4 件法で問う

た。日中両国の平均値の差を比較した結果、い

くつかの項目において統計的に有意な差異が

認められた。「将来の職業選択に役立つ情報・

アドバイスの提供」という項目では、日本の平

均値は 3.22 であり、中国の 3.00 と比較して有

意に高かった（p<.05）。これに対し、「勉強の

手伝いをしてくれた」という項目では、中国の

平均値が 2.94 であり、日本の 2.67 を上回って

有意に高かった（p<.05）（図 5）。  
以上の結果から、日本の保護者は将来のキャ

リア形成に関わる「情報提供型」の支援を重視

するのに対し、中国の保護者は日々の学習成績

に直結する「直接介入型」の支援を重視すると

いう、日中間の対照的な特徴が明らかになった。 

 
図 5 保護者による支援・介入の⽅法  

 
(4) 保護者への依存度  

保護者に対する意識および態度の計 8 項目の

平均値について日中比較を行った結果、3 項目

において統計的に有意な差異が認められた。ま

ず、日本学生においては、「困った時、まず保

護者に助けを求めることが多い」という項目の

平均値が 3.31 であり、中国（2.93）を大きく上

回って有意に高かった（p<.001）。また、「自

分の重要な決定は保護者に相談する」について

も、日本（3.46）が中国（3.17）より有意に高

かった（p<.01）。これらの結果から、日本の学

生は、困難に直面した際や重要な決定を下す際、

保護者を信頼できる相談相手として積極的に

頼る傾向が示唆された。  
一方、中国学生においては、「保護者の意見

に反対しにくい」という項目の平均値が 2.62 で
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あり、日本（2.26）と比較して有意に高かった

（p<.01）（図 6）。これは、中国の学生におけ

る保護者への心理的葛藤や圧力、さらには権威

への従属性が、日本よりも強い実態を反映して

いる。  

 

図 6 保護者への依存度  

 
(5) 入学後の主体性  

大学入学後の主体性を比較した結果、「困難

な状況でも自分で解決策を見つけられる」とい

う項目において、中国学生（3.17）の平均値が

日本学生（2.94）を上回り、統計的に有意な差

が認められた（p=.01）。その他の 5 項目（「自

分の考えを周囲に主張できる」「自分の進路を

自分で決める自信がある」「日常的な決断を自

分で下すことができる」「他人の意見に左右さ

れずに判断できる」「自分の決断に対して責任

を取れる」）については、両国間に統計的な有

意差は認められなかった（図 7）。  
日中両国の学生を比較すると、進路決定や日

常の判断における主体的な意識については、大

きな違いは見られなかった。しかし、困難を乗

り越える場面での自己効力感については、中国

の学生の方がより強い自信を持っているとい

う実態が明らかになった。  

 
図 7 入学後の主体性  

(6) ⼤学入学後の⽣活適応  
大学入学後の生活状況に関する計 6 項目の平

均値について日中比較を行った結果、3 項目に

おいて統計的に有意な差異が認められた。まず、

「大学生活満足度」については、日本学生の平

均値が 3.35 であり、中国学生（3.10）を上回っ

て有意に高かった（p< .001）。また、「大学で

の人間関係（友人づくりやサークル等）がうま

くいっている」という項目においても、日本学

生（3.41）が中国学生（3.17）より有意に高い

数値を示した（p<.01）。これらの結果から、日

本の学生は、大学という環境における人間関係

の構築や生活全般に対して、中国の学生よりも

高い充足感を得ている実態が示唆された。  
一方で、「自分が興味を持ったサークルや課

外活動に積極的に参加している」という項目に

ついては、中国学生の平均値が 3.10 に達し、日

本学生（2.79）を有意に上回った（p<.05）。そ

の他の「大学で積極的に勉強に取り組んでいる」

といった学習態度に関する項目については、両

国間に有意な差は見られなかった（図 8）。  

 

図 8 ⼤学入学後の⽣活適応  

 
(7) 保護者の関与に対する評価   

進路選択プロセスにおける保護者の関与に

ついて、学生自身がどのように捉えているかを

比較した結果、複数の項目において、その平均

値の間に、統計的に有意な差異が認められた。

まず、ポジティブな側面である「より多くの情

報と資源を提供した」という項目については、

日本学生の平均値が 3.08 であり、中国学生

（2.87）を有意に上回った（p<.05）。この結果

から、日本の学生は保護者からの「情報提供」

という形の「関与」を肯定的に評価する傾向が

－ 32 －
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あり、日本（2.26）と比較して有意に高かった

（p<.01）（図 6）。これは、中国の学生におけ

る保護者への心理的葛藤や圧力、さらには権威

への従属性が、日本よりも強い実態を反映して

いる。  

 

図 6 保護者への依存度  

 
(5) 入学後の主体性  

大学入学後の主体性を比較した結果、「困難

な状況でも自分で解決策を見つけられる」とい

う項目において、中国学生（3.17）の平均値が

日本学生（2.94）を上回り、統計的に有意な差

が認められた（p=.01）。その他の 5 項目（「自

分の考えを周囲に主張できる」「自分の進路を

自分で決める自信がある」「日常的な決断を自

分で下すことができる」「他人の意見に左右さ

れずに判断できる」「自分の決断に対して責任

を取れる」）については、両国間に統計的な有

意差は認められなかった（図 7）。  
日中両国の学生を比較すると、進路決定や日

常の判断における主体的な意識については、大

きな違いは見られなかった。しかし、困難を乗

り越える場面での自己効力感については、中国

の学生の方がより強い自信を持っているとい

う実態が明らかになった。  

 
図 7 入学後の主体性  

(6) ⼤学入学後の⽣活適応  
大学入学後の生活状況に関する計 6 項目の平

均値について日中比較を行った結果、3 項目に

おいて統計的に有意な差異が認められた。まず、

「大学生活満足度」については、日本学生の平

均値が 3.35 であり、中国学生（3.10）を上回っ

て有意に高かった（p< .001）。また、「大学で

の人間関係（友人づくりやサークル等）がうま

くいっている」という項目においても、日本学

生（3.41）が中国学生（3.17）より有意に高い

数値を示した（p<.01）。これらの結果から、日

本の学生は、大学という環境における人間関係

の構築や生活全般に対して、中国の学生よりも

高い充足感を得ている実態が示唆された。  
一方で、「自分が興味を持ったサークルや課

外活動に積極的に参加している」という項目に

ついては、中国学生の平均値が 3.10 に達し、日

本学生（2.79）を有意に上回った（p<.05）。そ

の他の「大学で積極的に勉強に取り組んでいる」

といった学習態度に関する項目については、両

国間に有意な差は見られなかった（図 8）。  

 

図 8 ⼤学入学後の⽣活適応  

 
(7) 保護者の関与に対する評価   

進路選択プロセスにおける保護者の関与に

ついて、学生自身がどのように捉えているかを

比較した結果、複数の項目において、その平均

値の間に、統計的に有意な差異が認められた。

まず、ポジティブな側面である「より多くの情

報と資源を提供した」という項目については、

日本学生の平均値が 3.08 であり、中国学生

（2.87）を有意に上回った（p<.05）。この結果

から、日本の学生は保護者からの「情報提供」

という形の「関与」を肯定的に評価する傾向が
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認められた。  
一方で、ネガティブな側面については、中国

学生において顕著な傾向が見られた。「選択の

自由を制限した」という項目では中国学生の平

均値（2.02）が日本（1.77）を上回り（p<.05）、

さらに「自分の意志が尊重されないと感じた」

という項目においても、中国（2.01）が日本（1.68）
より有意に高い数値を示した（p<.01）。中国の

学生は保護者の関与を「自己決定権の制限」や

「意志の軽視」として、より否定的に受け止め

ている実態が示唆された（図 9）。  

 
図 9 保護者の関与に対する評価  

 
(8) 進路選択時における保護者への支援要請  
 大学進学時を振り返り、「保護者からどのよ

うな助言や支援を得たかったか」という潜在的

なニーズについて複数回答形式で調査した結

果、日中両国の学生間に極めて顕著な差異が認

められた。まず、全体的な傾向として、中国学

生は日本学生に比べ、ほぼ全ての項目において

高い回答率を示した。特に「将来の職業との関

連性」（45.6%）、「精神的な支えや励まし」

（ 41.8%）、「自分の意志の尊重と見守り」

（39.8%）、「志望大学・学部の選び方」（37.9%）

の 4 項目は、いずれも日本を大きく上回って有

意に高かった（p<.001）。この結果から、中国

の学生は進路選択という重要な局面において、

情報・精神面・自己決定の承認など、多角的な

支援を保護者に強く求めていた実態が示され

た。  
 これに対し、日本学生において最も回答率が

高かったのは「特にない」（41.7%）であり、中

国学生（18.5%）を大幅に上回った（p<.001）。

その他の具体的な支援項目については、いずれ

も 10％前後という低水準にとどまっており、日

本の学生は進路選択に際して、保護者に対して

追加的な支援をさほど求めていなかったこと

が確認された（図 10）。  

 
図 10 進路選択時における保護者への支援要請  

 

(9) ⽇本における各変数間の相関関係  
日本の学生データにおいて最も特徴的なの

は、「自己決定」と「保護者の介入」の間に認

められた負の相関である。進路決定時の「保護

者関与度」は、「学校の自己決定度」（ r=-.333, 
p<.01）および「学部・専攻の自己決定度」

（ r=-.259, p<.01）と有意な負の相関を示した。

同様に、保護者の助言に対する参考度も、学校

の自己決定度に対して負の相関（ r=-.125）を示

しており、保護者依存度と自己決定度の間にも

負の相関（学校：r=-.174, p<.05；学部：r=-.171, 
p<.05）が認められた。  

一方で、自己決定度は入学後の状況と連動し

ており、「学校の自己決定度」は「入学後の主

体性」（ r=.424, p<.01）および「大学生活満足

度・適応」（ r=.234, p<.01）と有意な正の相関

を示した。  
また、保護者との関係性については、「情緒

的支援」が「保護者関与への評価」と強い正の

相関（ r=.576, p<.01）を示し、「入学後の主体

性」（ r=.235, p<.01）とも有意に関連している

が、大学生活満足度との直接的な相関は認めら

れなかった（ r=.121）（表 1）。  
 

(10)中国における各変数間の相関関係  
中国の学生においては、日本とは対照的に

「保護者の支援」が学生の適応を直接的に支え

る正の相関が顕著であった。  
まず、「保護者の最終学歴」は「進路決定時

－ 33 －
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の保護者関与度」（ r=.278, p<.01）、「情報提

供」（ r=.387, p<.01）、「学習支援」（ r=.259, 
p<.01）と有意な正の相関を示している。  

さらに、これら保護者からの具体的な支援で

ある「情報提供」（ r=.505, p<.01）、「学習支

援」（ r=.408, p<.01）、「情緒的支援」（ r=.369, 
p<.01）は、いずれも「大学生活満足度・適応」

と強い正の相関を示している。  
意思決定に関しては、「学校の自己決定度」

と「学部・専攻の自己決定度」の間に極めて強

い正の相関（ r=.636, p<.01）が認められたが、

これらと「大学生活満足度」との相関はいずれ

も有意ではなかった（学校： r=.089、学部：

r=.079）。  
一方で、「入学後の主体性」は「大学生活満

足度」と非常に強い正の相関（ r=.635, p<.01）
を示しており、保護者の支援を基盤とした環境

適応が、入学後の主体的な行動を通じて満足度

に反映されるという構造が明らかになった（表

2）。

表 1 ⽇本における各変数間の相関関係  

 

 
表 2 中国における各変数間の相関関係  

 

 
6．まとめ  

日本においては、「保護者の関与の抑制」が

学生の自律性を高める構造となっている。相関

分析において、保護者の関与度と自己決定度の

間に負の相関（ r=-.333, p<.01）が見られたこと  

 
は、親が直接的な意思決定に関与しないことが、

学生自身の「自分で決めた」という自主性を守

っていることを示している。この自律的な決定

プロセスこそが進学満足度の土台となり、入学

後の主体的な行動（ r=.424, p<.01）や環境への

－ 34 －



日中における大学進学への保護者の関与に関する比較研究

―10― 
 

の保護者関与度」（ r=.278, p<.01）、「情報提

供」（ r=.387, p<.01）、「学習支援」（ r=.259, 
p<.01）と有意な正の相関を示している。  

さらに、これら保護者からの具体的な支援で

ある「情報提供」（ r=.505, p<.01）、「学習支

援」（ r=.408, p<.01）、「情緒的支援」（ r=.369, 
p<.01）は、いずれも「大学生活満足度・適応」

と強い正の相関を示している。  
意思決定に関しては、「学校の自己決定度」

と「学部・専攻の自己決定度」の間に極めて強

い正の相関（ r=.636, p<.01）が認められたが、

これらと「大学生活満足度」との相関はいずれ

も有意ではなかった（学校： r=.089、学部：

r=.079）。  
一方で、「入学後の主体性」は「大学生活満

足度」と非常に強い正の相関（ r=.635, p<.01）
を示しており、保護者の支援を基盤とした環境

適応が、入学後の主体的な行動を通じて満足度

に反映されるという構造が明らかになった（表

2）。

表 1 ⽇本における各変数間の相関関係  

 

 
表 2 中国における各変数間の相関関係  

 

 
6．まとめ  

日本においては、「保護者の関与の抑制」が

学生の自律性を高める構造となっている。相関

分析において、保護者の関与度と自己決定度の

間に負の相関（ r=-.333, p<.01）が見られたこと  

 
は、親が直接的な意思決定に関与しないことが、

学生自身の「自分で決めた」という自主性を守

っていることを示している。この自律的な決定

プロセスこそが進学満足度の土台となり、入学

後の主体的な行動（ r=.424, p<.01）や環境への
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適応を支える要因となっている。日本における

保護者の関与スタイルは、決定への介入よりも

「情緒的支援」に特化しており、それが学生の

心理的安全性を高めることで間接的に適応を

助けていると言える。対照的に中国では、「保

護者のリソース提供」が適応の基盤となる関与

スタイルが顕著である。保護者の学歴が高い家

庭ほど、具体的な「情報提供」や「学習支援」

が活発に行われ（ r=.387, .259, p<.01）、それが

学生の大学生活満足度や適応を直接的に押し

上げている（ r=.505, .226, p<.05）。中国の学生

は、親の関与を「自由の制限」と捉える一面を

持ちつつも、厳しい競争環境を生き抜くために

親のサポートを積極的に評価し、活用している。

また、親への依存度が高い一方で、困難な状況

における自己解決能力への自信が日本より高

いという結果は、親の支えを「あらゆる場面に

臨む勇気」や安心感に変えて自らの力とする、

特有の仕組みが働いていることを示している。

結論として、日本の進路選択が「保護者からの

自立」を前提とした内発的な適応プロセスであ

るのに対し、中国は「保護者との共同」を前提

としたリソース活用型の適応プロセスである

と結論付けられる。   
この差異は、個人の自律を重視する日本と、

家族関係を重要な資源として活用する中国と

いう文化的背景の違いを反映していると考え

られる。大学進学後に学生が主体性をどのよう

に発揮するかという点において、親子関係の在

り方が持続的な影響を及ぼしていることが示

唆された。  
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